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１．研究背景・目的  

 日本は人口減少に直面しており地方では都市部へ

人口流出している。地方の人口減少は税収の減少、経

済活動の制限の原因となる。そのため地方の再生可

能エネルギーを利用した経済活性化が注目されてい

る。そこで、風力発電事業や小水力発電事業における

市町村レベルの経済効果を推計できるツールを作成

した。本研究ではそれぞれ具体的な地域を設定して

風力発電関連事業と小水力発電関連事業にアンケー

ト調査を行いその地域における関連事業を把握して

現実に近い経済波及効果を求めることが目的である。 

２．研究対象 

 富山県内でそれぞれポテンシャルがある朝日町と

入善町を研究対象とした。 

３．研究手法 （研究概要を次ページの図１に示す。） 

 アンケート調査を行い、現在の企業状況を把握す

る。企業状況と発電量を分析ツールに入力し現状の

経済波及効果を出力する。また、仮定した企業状況と

発電量を入力し MAX の経済波及効果を出力する。そ

れらの結果を比較する。 

3.1 発電関連事業に関する調査 

 朝日町と入善町の各種企業にアンケートを行った。

質問内容は、企業の業種、従業員数、風力または小水

力発電事業に関わった経験がある業種、新規に風力

または小水力発電を建設する場合、参画可能な業種、

今は対応できないが将来的に携わりたい業種である。 

3.2 発電量の設定 

 環境省の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

の地域別集計表より朝日町の風力発電量を28（千kW）、

入善町の小水力発電量を 18（千 kW）と設定した。 

3.3 経済波及効果の推計 

 対象地の企業状況から経済波及効果（可処分所得、

地方税収、雇用者数）を算出する。また、関連事業が

全て地域内にある場合の経済波及効果も算出する。 

3.3.1 可処分所得の算出 

（1）発電事業に関わる可処分所得を算出する。 

 ①事業者の付加価値額 

bmcccchcbcasecu CCTTTTTIP   (1) 

psseuse IurKI  36524          (2) 

cuP ：発電事業者の税引き後利益[円/年]、
seI ：売電

利益[円/年]、
caT ：固定資産税[円/年]、

cbT ：法人

事業税[円/年]、
chT ：法人市民税[円/年]、

cT ：法人

税[円/年]、
ccT ：消費税[円/年]、 mC ：維持管理費

[円/年]、 bC ：借入金の返還[円/年]、K：発電出力

[kW]、
ur ：設備利用率[%]、 seu ：売電単価[円/kWh] 、

psI ：人件費[円/年]   

 ②従業員の可処分所得 

　iphpppspu CTTIP              (3) 
puP ：従業員の可処分所得[円/年]、

psI ：給与・賞

与[円/年]、
ppT ：所得税[円/年]、

phT ：住民税[円

/年]、 iC ：社会保険料[円/年] 

（2）関連事業に関わる可処分所得 

 ①事業所の付加価値額 

cuctcu rIP                    (4) 

S

P
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                          (5) 

cuP ：関連事業者の税引き後利益[円/年]、
ctI  ：受

託金額 [円/年]、
cur ：売上高に対する税引き後利益

の割合、
atP  ：企業統計の税引き後利益 [円/年]、

S ：企業統計の売上高 [円/年] 

 ②従業員の可処分所得 

  従業員の可処分所得は式（3）に準じて求める。た

だし、給与・賞与は下式より求める。 

S

I
II

ct
psps




     (6) 

psI  ：関連事業に従事する従業員の給与・賞与[円/

年]、
psI  ：企業統計の給与・賞与[円/年] 

3.3.2 雇用者数の算出 

（1）発電事業による雇用者数 

アンケート結果からkW当たりの雇用者数を算出し、

発電事業の発電出力に乗じて雇用者数を算出する。 

（2）関連企業による雇用者数 
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各関連企業が属する産業部門の企業統計の売上高、

従業員数から売上高当たりの雇用者数を算出し、発

電事業から関連事業への委託金額に乗じて求める。 

3.3.3 地方税収の算出 

（1）法人市民税（法人税割）を算出する。 

chtccht rTT      (7) 
ccbtc rPT      (8) 

bmsecbt CCIP      (9) 
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     (10) 

chtT ：法人市民税法人税割[円/年]、
chtr ：法人市民税

法人税割の税率、
cbtP ：所得金額[円/年]、

cr ：法人

税率、
cbtP ：関連事業の所得金額[円/年]、

cbtP  ：

企業統計の税引き前当期純利益[円/年] 

（2）法人市民税（均等割）を算出する。 

  法人市民税は法人の従業員数と資本金で求める。 

（3）地方消費税を算出する。 

 ①発電事業の地方消費税 

0085.0 selcc IT     (11) 
lccT ：地方消費税（市町村分）[円/年] 

 ②関連事業の地方消費税 

  式(11）に準じて計算するが関連事業の場合は売

電利益ではなく委託金額に消費税率を乗じて求める。 

（4）固定資産税 

 固定資産税は施設と土地にかかる。施設に関して

は、風車または水車、電機設備の価格を基に算出し耐

用年数の平均値をとる。土地にかかる固定資産税は、

固定資産課税台帳及び実際の発電施設の出力から単

位当たりの値を算出し、想定する出力及びそれに必

要な単位面積を乗じて求める。 

（5）従業員の個人住民税（所得割）を算出する。 

①個人住民税（所得割） 

phppsphp rDIT  )(    (12) 

phpT ：従業員の個人住民税（所得割）[円/年・人]、
psI ：従業員の給与[円/年・人]、D：給与控除額[円

/年・人]、
phpr ：住民税所得割税率 

 ②個人住民税（均等割） 

  標準税率及び対象地域の税率を用いる。①、②

とも 3.3.2で求めた各雇用者数を乗じて個人住民税

の総額を算出する。

 

図１：研究概要 

４．結果 

 表１は、朝日町と入善町の各種企業に送ったアン

ケートの結果である(2017 年 12 月 5 日現在)。朝日

町の企業に対して、配布数 28、有効サンプル 16、入

善町の企業に対して、配布数 67、有効サンプル 43の

回答が得られた。この結果から、実際の企業状況と仮

定した企業状況による経済波及効果を比較する。 

表１：朝日町と入善町における風力または小水力発

電事業の関連企業の立地状況 

  

５．結論 

 朝日町の風力発電、入善町の小水力発電のいずれ

でも現在の企業状況では、全分野を地域内の企業の

みで事業を起こすことができないことがわかった。 

 

図２：関連事業が全て地域内にある場合の経済効果 
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回答内容 分野（数）
風車または水車の製造 0
発電機等の製造 0
ポテンシャルなどの調査 6
設計業務 11
土木工事 41
電気工事 6
建設、組立、据付け 28
運搬業務 5
運転調整 2
維持管理（点検等） 7
一般管理 1
保険業務 0
保守業務 8
参画不可 77
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